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表 在仏外国人の出身地域別比率（％）
































EU出 身 者 以 外 の 滞 在 許 可 数 は１９９６年・







































































































































































































































































































度の水準である（Lebon, ２０００, p. ４５）。一方，取
得者中のEU加盟国１５か国の出身者は漸減し，
１９９４年には２０％だったものが１９９８年には全体の
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L’e´tat des droits politiques des e´trangers en France
par HYASHI Mizue
［Abstracts］Les e´trangers en France se classent, a｀ part la distinction entre le statut re´gulier et le
statut irre´gulier, en deux cate´gories: les ressortissants communautaires ayant la citoyennete´ de l’Un-
ion europe´enne et les ressortissants non–communautaires exclus des droits politiques fondamentaux.
Cet article examine, par rapport a｀ la nationalite´, des causes institutionnelles qui ne permettent pas
aux derniers, me＾me s’ils y vivent depuis longtemps, d’acce´der au droit de vote et d’e´ligibilite´ aux
e´lections municipales, reconnu aux premiers par la citoyennete´ de l’Union. L’article pre´sente aussi
文化情報学 第７巻第１号（２０００）
８０
des efforts politiques et associatifs de´veloppe´s a｀ la recherche d’une citoyennete´ plus e´galitaire.
［Key Words］citoyennete´, droit de vote, nationalite´, migrations internationalles, e´trangers, citoyen-
nete´ de l’Union européenne, ressortissants non–communautaires, élections locales
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［付表］ フランス国籍と外国人――国籍規定の改変
１９７３年１月９日法 １９９３年７月２２日法
生来付与
１．外国人の親がフランスで出生
子もフランス生れの者
一方の親のみ仏出生→成年前６月に放棄権
２．フランスで出生の外国人両親の子
いずれの親の国籍も法律上与えられない場合
１．７３年法に同じ
放棄権：さらに成年後にも１２月
１６歳から行使可
フランス軍入隊・兵役登録→失権
＊親が仏植民地，海外領土生れなら
１９９４・１・１前にフランス出生の子に適用
＊親がアルジェリア海外県にて１９６２・７・３前に出
生し，フランスに５年来の在住なら，
１９９３・１２・３１後にフランス出生の子に適用
２．＝７３年法
自動取得
１．成年時取得
外国人両親からフランスで出生
成年時にフランスに住所，５年来の常居所
本人：仏国籍拒否権行使可
政府：拒否命令可
２．フランス人になった親の未成年の子
１．自動取得廃止 → 取得の「意志表示」手続
＝７３年法
＝７３年法
１６～２１歳に
フランス語圏出身：常居所５年不要
兵役遂行登録への自発的参加＝「意思表示」
「意思表示」は外交官・領事の仏出生の子にも適用
２．＝７３年法
ただしフランス生れでなければ放棄権
届出取得
１．未成年時取得
外国人親権者が取得請求
ただしフランスに５年の常居所
２．婚姻
フランス人との婚姻後６月の共同生活（＊）
政府：拒否命令可
１．廃止
２．婚姻
６月 → ２年に（共同生活の継続）
ただし婚姻前後に出生の子の親子関係が配偶者
２人との間で確定したとき２年の期間は消去
帰化
１．期間の要件
 １ 申請前フランスに５年の常居所
２年の仏高等教育資格，仏に貢献→２年に短縮
 ２ 期間なし
１．削除（１９８４年法）
２．フランス国籍取得者の配偶者，成年の子
３．未成年の子３人の父，母
４．フランスの兵役，軍隊に参加
５．旧仏保護領，委任・信託統治領の所属民
６．フランスに例外的貢献
―フランスの文化，言語に属する国の出身者
公用語（の一つ）または母語が仏語
２．素行が善良，一定の有罪判決をうけた者
３．フランス共同体への同化の立証
とくに仏語の十分な知識
１．期間の要件
 １ ＝７３年法
満１８歳以上
 ２ 期間なし
１．両親の仏国籍取得にもかかわあらず外国人の未
成年者
２．＝７３年法
３．削除
４．＝７３年法
５．＝７３年法
６．＝７３年法
７．「意思表示」を２１歳までにしなかった者
―＝７３年法
または仏語による教育機関の５年以上の就学
―仏の栄光，国際的経済関係貢献の仏語圏の者
ただし仏外務大臣の提案による
２．＝７３年法
３．＝７３年法
＊１９８４．５．７．法によるもので，１９７３法ではフランス
人と婚姻後すぐに届出ができた
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１９９８年３月１６日法
１．７３年法に同じ
放棄権：９３年法に同じ
フランス軍入隊→失権
２．＝７３年法
１．成年時取得
外国人両親からフランスで出生
成年時フランスに住所，１１歳から常居所５年
本人：仏国籍拒否権行使可
フランス軍入隊→失権
２．フランス人になった親の未成年の子
１．未成年時取得：外国人両親・仏生れの者
 １ 本人：１６歳～請求可
届出時フランスに住所，１１歳から常居所５年
 ２ 外国人親権者：１３歳～取得請求可
届出時フランスに８歳から常居所５年
２．婚姻
２年 → １年に
１．期間の要件
 １ ＝９３年法
 ２ 期間なし
１．＝９３年法
２．＝７３年法
３．削除
４．＝７３年法
５．＝７３年法
６．＝７３年法
７．難民資格取得者
―＝９３年法
―＝９３年法
２．＝７３年法
３．＝７３年法
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